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研究成果の概要（和文）：本研究では、日本の幼稚園の拡大が、少年の暴力行為や十代の妊娠率など、青少年の
リスク行動に与える影響を詳しく調査した。初期教育で培われる非認知スキルの改善がこれらの変化をもたらし
た可能性がある。

さらに、初等・中等教育を通じての認知・非認知スキルの発達を探った。特に、誕生月がこれらのスキルに及ぼ
す影響を分析し、同一学年内で年少の児童生徒はスキルレベルが低いことが明らかとなった。これらの児童生徒
は認知スキルの向上に努める一方で、対人関係が良好でない傾向があり、その結果として非認知スキルの長期的
な発達が阻害されている可能性がある。

研究成果の概要（英文）：Our study scrutinizes the effects of an expansion in Japan's universal 
preschool program on adolescent risky behavior, an area with limited evidence. Using an event study 
model to analyze regional program expansion differences, we found significant reductions in juvenile
 violent arrests and teen pregnancy rates. These changes may reflect improved non-cognitive skills 
fostered in early education.

Additionally, we examined cognitive and non-cognitive skills development through elementary and 
secondary education, specifically the month-of-birth effects on these skills. Our analysis showed 
younger students within a grade cohort display lower skill levels. They invest in cognitive skills 
but often have poorer-quality relationships, potentially impairing their non-cognitive skill 
development. These insights deepen our understanding of early education's impact on later life 
outcomes and inform on education's efficiency and equity.

研究分野：労働経済学、家族の経済学、教育経済学

キーワード： 相対年齢効果　非認知能力

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
政策立案の観点から見ると、日本のユニバーサル幼稚園プログラムの拡大に伴うリスク行動の減少は、幼児教育
への投資の潜在的な利点を強調している。政策立案者は、非認知スキルの発達を支援するプログラムを重視しつ
つ、幼児教育の充実を図るべきである。また、同じ学年内で年齢が若い生徒がスキルレベルが低く、対人関係が
貧弱であるという研究結果は、公平性の問題を提起し、これらの生徒が直面する特定の課題に対処するための政
策が必要であることを示している。例えば、年齢に応じた柔軟な入学政策や、年少の生徒に対する追加のサポー
トが考慮されるべきである。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
研究の背景には、幼児教育が社会全体に与える影響についての学術的・社会的な関心の高まり
がある。教育者や政策立案者は、特に青少年のリスク行動、例えば犯罪行為や 10代の妊娠など
の削減に対する幼児教育の可能な影響に深い関心を持っている。そして、そうしたリスク行動が
個々人だけでなく社会全体にも大きなネガティブな影響を及ぼすことから、早期教育がそれら
の行動を削減する効果を持つとすれば、それは公的支出による早期教育への投資を正当化する
強力な根拠となり得る。しかし、早期教育の直接的な効果についてはまだ十分に理解されていな
い。また、早期教育プログラムの規模や対象となる人口、社会の他の制度によって、早期教育の
リスク行動への影響は変動する可能性がある。それらの観点から、本研究では日本の幼稚園改革
が青少年期のリスク行動、特に少年の逮捕や 10代の妊娠に与えた影響を推定し、早期教育の効
果についての理解を深めることを試みている。 

 
また、誕生月が個人の学業成績や非認知スキル、さらには社会的な人間関係など、生活の様々
な側面に影響を及ぼすという一連の先行研究が存在している。具体的には、学年の中で比較的年
齢が若い生徒は、学業テストやスポーツ、その他の学校活動で一般的に劣る傾向が確認されてい
る。これらの結果は生涯にわたって続き、大学の進学、労働収入、そして職業といった長期的な
結果にも影響を与えると報告されている。それにもかかわらず、誕生月が個人の人生の質にどの
ように影響を与えるか、そしてそのメカニズムは何かということはよくわかっていない。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、日本の幼稚園改革が青少年のリスク行動、特に少年犯罪や 10代の妊娠に及
ぼした影響を評価することである。具体的には、教育年数の増加、人間資本の向上、非認知スキ
ルの発展など、早期教育がリスク行動を防ぐ可能性のあるメカニズムを探求している。また、本
研究は、日本という特定の社会的文脈においても早期教育がリスク行動を減らす効果を示すこ
とで、世界中の政策立案者への幼児教育政策に対する信頼性を強めることを目指している。さら
に、早期教育がリスク行動を削減するメカニズムとして、特に非認知スキルの発達が重要な役割
を果たす可能性を示唆することを試みている。 
 
 また、本研究では、誕生月が認知的および非認知的スキル、そして高校の質にどのように影響
を及ぼすかを評価し、誕生月が長期的な結果と相関する理由を解明する。より具体的には、生徒
の時間の使い方、進学塾への通学、スポーツへの参加、そして教師やクラスメートとの関係の質
に対する誕生月の影響を推定する。 
 
３．研究の方法 
 この研究では、1964 年から 1970 年にかけての日本の幼稚園制度の改革による地域間のばらつ
きを利用し、改革が青少年のリスク行動に与えた影響を推定した。主に注目したのは、社会的コ
ストが大きい少年犯罪と、労働市場での結果や社会的コスト（例えば、高い福祉依存度）に関連
する 10 代の妊娠である。それらの結果を見て、幼稚園の改革がどのようにリスク行動に影響を
与えたかを理解しようとした。さらに、そのメカニズムを理解するために、高等学校への進学率
に対する改革の影響も推定した。 
 
 また、2015 年から 2018 年までの埼玉県の公立学校に在籍する小学 4年生から中学 3年生を対
象に、縦断的なデータを基に分析を行った。データには、非認知的スキルを測定するための指標
も含まれており、これにより微妙なパターンを精密に検出することが可能となる。また、このデ
ータセットは全ての公立学校の生徒をカバーしているため、参加者の欠損によるバイアスが極
めて少ない。 
 
日本の教育制度では、学校の入学時期が誕生日によって厳格に決まるため、同じ学年内での相
対的な年齢は誕生月のみによって決定される。この特性を利用して、誕生月の影響を推定した。
具体的には、誕生月が外生的であり、家庭の社会経済的地位（SES）や出生時の状態（出生体重
等）が誕生月とほとんど相関しないことを意味する。 
 
そして、誕生月が認知的・非認知的スキルや高校の質にどのように影響するかを推定した。さ
らに、年少の生徒やその親が不利な状況にどのように対応するか、その結果に対する投資パター
ンを分析した。これらの分析結果を通じて、誕生月が生徒の人間形成に及ぼす影響や、それが長
期的な結果にどのようにつながるかを理解することができた。 
 
４．研究成果 
 本研究によると、日本の幼稚園制度の改革は、少年による暴力犯罪と 10 代の妊娠率を著しく



減少させた。非暴力的な少年犯罪に対する推定効果も負であったが、大きな標準誤差により統計
的には有意でなかった。具体的には、幼稚園改革により、少年による暴力犯罪と 10 代の妊娠率
がそれぞれ 1,000 人あたり 1.052 件と 1.325 件減少し、これらの数値は改革前の平均から見て
38%および 17%の減少を意味する。これらの結果は、幼児教育の普及が、犯罪率や 10 代の妊娠率
が非常に低い国でも、青少年期のリスク行動を減らすことができることを示し、幼児教育の効果
について世界中の政策立案者により大きな自信を与える。非認知スキルの発達がリスク行動の
防止に寄与するという可能性が示唆された。 
 
 また、誕生月が生徒の認知的・非認知的スキル、そして高校の質に影響を及ぼすことがわかっ
た。特に、年齢の若い生徒は学業成績が低く、親や生徒自身がそのギャップを埋めるために学習
に多くの時間を費やしていることが明らかになった。しかし、これに対応してスポーツや芸術な
どの活動時間が減り、教師やクラスメートとの人間関係も悪化していることも同時に明らかに
なった。これらは非認知スキルの形成に影響を与え、誕生月が長期的な成果に影響を与える一因
となる可能性がある。 
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